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は じ め に 

 

 本県８月の有効求人倍率は１．５７倍で前月から０．０６ポイント上昇し、全国平

均は１．３２倍と、雇用情勢は持ち直しの動きが広がりつつありますが、今後の物価

上昇等の影響に注視が必要な状況です。 

 こうした情勢下で、テレワークをはじめ副業・兼業、ワーケーションなど、ウィズ

コロナ・ポストコロナに対応した働き方が注目されています。また、働き方改革実行

計画の枠組みにおいて、長時間労働の是正、多様で柔軟な働き方の実現、雇用形態に

かかわらない公正な待遇の確保による働きやすい社会の確立が推進されており、中小

企業においても各種法改正への時機を得た的確な対応が求められています。 

一方、令和４年１０月には従業員数１０１人以上、令和６年１０月には従業員数５

１人以上の事業所について、パート・アルバイト等の短時間労働者の社会保険加入が

義務化されることから、中小企業においても特にパートタイム労働者比率の高い卸

売・小売・サービス業者に対する負担増加の懸念が広がっています。 

この調査は、中小企業の労働事情を的確に把握し、労働対策の樹立及び適正な労務

指針の策定に資することを目的に、昭和３９年より全国一斉に実施しているものです。

本年も例年どおり７月１日を調査時点として鳥取県下６００事業所を規模別、業種別

に任意抽出し、郵送調査により実施しました。 

 調査内容は、従来から実施しております経営状況、労働時間、新規学卒者の採用及

び賃金改定などに加え、本年は育児・介護休業制度への対応、人材育成と教育訓練の

状況、原材料費・人件費（賃金等）増加に対する価格転嫁の状況についても調査しま

した。 

 この報告書が、本県中小企業の労働事情の実態を把握するうえで、各方面のご参考

になり、かつ中小企業における労働問題の議論を深めるための資料として広く活用さ

れ、中小企業の発展にいささかでも寄与できれば幸いです。 

 最後に、この調査の実施にあたりご協力いただきました各事業所に対して、深く感

謝の意を表す次第です。 

 

 令和４年１１月 

 

                        鳥取県中小企業団体中央会 

                        会 長  谷 口 譲 二 
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調査結果の概要 

※本年調査（令和 4年 7月 1日時点）、前年調査（令和 3年 7月 1日時点） 

 Ⅰ．経営に関する事項                      ７頁～１１頁 

▼１年前と比べた経営状況 

 「良い」１６．９％、「変わらない」４２．２％、「悪い」４０．９％、前年調査比で、

「良い」０．６ポイント（前年調査１６．３％）増加、「変わらない」４．２ポイント

（同３８．０％）増加、「悪い」４．８ポイント（同４５．７％）減少。 

▼主要事業の今後の方針 

 「現状維持」５７．９％、「強化拡大」３５．５％、「縮小・廃止」５．９％であった。

前年調査比で、「強化拡大」（同３５．２％）は０．３ポイント増加、「縮小・廃止」（同

４．７％）は１．２ポイント増加。 

▼経営上の障害 

 「光熱費・原材料・仕入品の高騰」５１．３％、「人材不足（質の不足）」４７．８％、

「労働力不足（量の不足）」３９．１％であった。前年調査比で、「光熱費・原材料・

仕入品の高騰」（前年調査２９．７％）は２１．６ポイント増加、「同業他社との競争

激化」１４．４％（同２５．３％）は１０．９ポイント減少。 

▼経営上の強み 

 「顧客への納品・サービスの速さ」２６．４％、「組織の機動力・柔軟性」２６．０％、

「製品の品質・精度の高さ」２５．７％であった。業種別で、「製造業」は「製品の品

質・精度の高さ」４８．７％、「非製造業」は「組織の機動力・柔軟性」３０．９％で

それぞれ最も高い。 

▼原材料費、人件費（賃金等）アップ等に対する販売・受注価格への転嫁の状況 

 「価格の引上げ（転嫁）に成功した」、「価格引上げの交渉中」、「これから価格引上げ

の交渉を行う」の合計６１．９％、全国平均６７．３％と比べて５．４ポイント低い。 

▼価格転嫁の内容 

 「原材料分の転嫁を行った（行う予定）」７６．５％、「利益確保分の転嫁を行った（行

う予定）」２６．２％、「人件費引上げ分の転嫁を行った（行う予定）」１６．４％であ

った。 

▼一年前と比べた価格転嫁の状況 

 「１０～３０％未満」４３．５％、「１０％未満」３７．６％、「７０～１００％未満」

１２．９％であった。 

 

 Ⅱ．労働時間に関する事項                  １１頁～１５頁 

▼週所定労働時間 

 「４０時間」４８．２％、「３８時間超４０時間未満」３０．１％、「３８時間以下」

１３．３％であった。 

▼残業時間の有無 

 「残業あり」７４．８％、前年調査７０．５％より４．３ポイント増加。 

▼月平均残業時間 

 ８．８０時間、前年調査８．３７時間より０．４３時間増加。 
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▼年次有給休暇平均付与日数 

 １６．６３日、全国平均１５．９６日より０．６７日多い。 

▼年次有給休暇平均取得日数 

 ８．８６日、前年調査８．００日より０．８６日多い。 

▼年次有給休暇平均取得率 

 ５７．３７％、全国平均５８．９９％より１．６２ポイント低い。 

▼育児・介護休業取得実績の有無【新規項目】 

育児休業について、「正社員」は「男性」１５．３％、「女性」４３．８％、「正社員

以外」は「男性」０.８％、「女性」１４．６％。介護休業について、「正社員」は「男

性」３.６％、「女性」６.８％、「正社員以外」は「男性」０.８％、「女性」３．２％。 

▼育児・介護休業を取得した従業員の代替要員の対応【新規項目】 

「現在の人員で対応した」６３．２％、「他の部署の従業員・役員による代替、兼務」

２５．３％、「派遣の活用」１８．４％。 

▼出生時育児休業制度（産後パパ育休）の対象者への対応【新規項目】 

「特に実施していない（予定もない）」３２．３％、「就業規則、労使協定など現行制

度を改正する（した）」３１．６％、「対象者の把握に努めている」２９．４％。 

 

 Ⅲ．雇用に関する事項                    １５頁～２０頁 

▼雇用形態 

 「正社員」７６．６％、「パートタイマー」１３．４％、「嘱託・契約社員、その他」８．

０％、「派遣」２．０％、「正社員」は前年調査７４．０％より２．６ポイント増加。 

▼常用労働者数 

 常用労働者数１１，１５６人、１事業所当たりの平均常用労働者数３５．１人。 

▼女性常用労働者比率 

「１０～２０％未満」、「３０～５０％未満」２０．２％、「５０～７０％未満」１８．

３％であった。 

▼パートタイム労働者比率 

 パートタイム労働者を雇用している事業所は５８．７％、１事業所当たりの平均パー

トタイム労働者数は１３．７０人。 

▼採用計画 

 「新卒採用の計画を行った」２６．４％、「中途採用の計画を行った」５４．０％、「採

用計画はなし」４０．５％。 

▼採用状況 

 新規学卒者の採用数１３４人、「高校卒」７１人、「専門学校卒」１４人、「短大（含高

専）卒」６人、「大学卒」４３人。中途採用者の採用数２８９人、「高校卒」２０４人、

「専門学校卒」２４人、「短大（含高専）卒」１１人、「大学卒」５０人。 

▼採用充足率 

新規学卒者は「大学卒」の「事務系」で５４．５％と最も低く、中途採用者は「専門

学校卒」の「技術系」で８８．９％と最も低い。 
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▼人材育成のために行っている教育訓練の内容【新規項目】 

「必要に応じた OJT の実行」５３．６％、「自社内での研修会・勉強会の開催」４２．

５％、「民間の各種セミナー等への派遣」３０．２％。 

▼付加価値や生産性を高めるために行っている教育訓練、研修の内容【新規項目】 

 「各種資格の取得」６８．６％、「職階（初任者、中堅社員、管理職）に応じた知識・

技能」５０．８％、「経理、財務」１２．４％。 

 

▼賃金改定の実施状況 

 「引上げた」「７月以降引上げ予定」の合計は６３．６％、「引下げた」「７月以降引下

げ予定」の合計は０．６％であった。前年調査比で、「引上げた」「７月以降引上げ予

定」の合計は９．１ポイント（前年調査５４．５％）増加、「引下げた」「７月以降引

下げ予定」の合計は１．６ポイント（同２．２％）減少。 

▼平均昇給額・昇給率 

 「平均昇給額」は加重平均で５，７９７円、「昇給率」は２．５６％、前年調査比で、

「平均昇給額」は２，０１３円増加（前年調査３，７８４円）、「昇給率」は０．８９

ポイント増加（同１．６７％）。 

▼賃金改定の内容 

 「定期昇給」５９．０％、「基本給の引上げ（定期昇給制度のない事業所）」２９．３％、

「ベースアップ」２７．７％であった。 

▼賃金改定の決定要素 

「労働力の確保・定着」６１．５％、「企業の業績」５４．５％、「世間相場」１８．

７％であった。 

▼初任給（初回支給）額 

 新規学卒者１人当たりの平均初任給額は、「大学卒・事務系」２００，８３５円が最も

高く、次いで「大学卒・技術系」１９９，４４８円、「専門学校卒・事務系」１７８，

２３８円であった。令和４年に採用した中途採用者１人当たりの平均初回支給額は、

「専門学校卒・技術系」３４８，９６９円が最も高く、次いで「大学卒・技術系」２

４２，８０８円、「大学卒・事務系」２４０，５７１円であった。 

 Ⅳ．賃金に関する事項                    ２０頁～２３頁  
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令和４年度労働事情実態調査の要領 

 

■目  的 本調査は、中小企業における労働事情を的確に把握し、適正な中小企業労

働対策の樹立並びに時宜を得た中央会の雇用・労働対策事業の推進に資す

ることを目的とする。 

 

■調査時点 令和４年７月１日 

 

■調査方法 郵送調査 

 

■調査対象 選定は次に掲げる調査産業により任意抽出した。 

◎ 調査対象事業所数 ６００事業所（製造業３３０、非製造業２７０） 

◎ 回答事業所数   ３１７事業所（製造業１２６、非製造業１９１） 

◎ 回答率      ５２．８％ 

      ☆調査産業            

製 造 業 非製造業 

食料品製造業、繊維工業、木材・木

製品製造業、印刷・同関連業、窯業・

土石製品製造業、化学工業、金属・

同製品製造業、機械器具製造業、そ

の他の製造業 

情報通信業、運輸業、建設業、

卸売業、小売業、サービス業 

      ☆任意抽出数は、「平成２８年経済センサス－活動調査」の従業員規模 300

人未満の民営事業所（農業、林業、漁業を除く）が 5 万未満の鳥取県に

おいては 600 事業所とし、原則として製造業 55％、非製造業 45％の割

合で調査し、さらに規模別を可能な範囲で次の割合に準拠して調査対象

を選定するものとする。 

製  造  業 非 製 造 業 

規 模 全国比率 本県比率 規 模 全国比率 本県比率 

１～９人 20％ 20％ １～９人 30％ 25％ 

１０～２９人 35％ 35％ １０～２９人 40％ 40％ 

３０～９９人 35％ 30％ ３０人以上 30％ 35％ 

１００～３００人 10％ 15％  

 

■調査内容 調査内容の大要は次のとおりとする。 

      Ⅰ．経営に関する事項 

      Ⅱ．労働時間に関する事項 

Ⅲ．雇用に関する事項 

Ⅳ．賃金に関する事項 

※各回答項目の割合（％）は、端数処理（四捨五入）の関係上、合計が１００％にならな

い場合があります。 



■令和４年度回答事業所の従業員数（男女別・雇用形態別構成比）

（人） 男性 女性 合計 男性 女性 合計 男性 女性 合計 男性 女性 合計 男性 女性

7,375 4,572 9,156 6,335 2,821 1,602 443 1,159 234 75 159 955 522 433

61.7% 38.3% 76.6% 85.9% 61.7% 13.4% 6.0% 25.3% 2.0% 1.0% 3.5% 8.0% 7.1% 9.5%

3,148 2,420 4,357 2,755 1,602 531 122 409 183 64 119 497 207 290

56.5% 43.5% 78.3% 87.5% 66.2% 9.5% 3.9% 16.9% 3.3% 2.0% 4.9% 8.9% 6.6% 12.0%

食料品 427 608 784 367 417 140 34 106 33 6 27 78 20 58

20 41.3% 58.7% 75.7% 85.9% 68.6% 13.5% 8.0% 17.4% 3.2% 1.4% 4.4% 7.5% 4.7% 9.5%

繊維工業 97 538 455 75 380 69 5 64 2 0 2 109 17 92

12 15.3% 84.7% 71.7% 77.3% 70.6% 10.9% 5.2% 11.9% 0.3% 0.0% 0.4% 17.2% 17.5% 17.1%

木材・木製品 174 24 177 158 19 13 9 4 0 0 0 8 7 1

10 87.9% 12.1% 89.4% 90.8% 79.2% 6.6% 5.2% 16.7% 0.0% 0.0% 0.0% 4.0% 4.0% 4.2%

印刷・同関連 59 45 100 57 43 0 0 0 0 0 0 4 2 2

5 56.7% 43.3% 96.2% 96.6% 95.6% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 3.8% 3.4% 4.4%

窯業・土石 129 35 130 109 21 16 4 12 10 9 1 8 7 1

7 78.7% 21.3% 79.3% 84.5% 60.0% 9.8% 3.1% 34.3% 6.1% 7.0% 2.9% 4.9% 5.4% 2.9%

化学工業 160 109 172 112 60 35 17 18 14 4 10 48 27 21

9 59.5% 40.5% 63.9% 70.0% 55.0% 13.0% 10.6% 16.5% 5.2% 2.5% 9.2% 17.8% 16.9% 19.3%

金属・同製品 1,104 369 1,259 1,008 251 100 33 67 70 21 49 44 42 2

33 74.9% 25.1% 85.5% 91.3% 68.0% 6.8% 3.0% 18.2% 4.8% 1.9% 13.3% 3.0% 3.8% 0.5%

機械器具 757 427 934 667 267 74 11 63 28 8 20 148 71 77

19 63.9% 36.1% 78.9% 88.1% 62.5% 6.3% 1.5% 14.8% 2.4% 1.1% 4.7% 12.5% 9.4% 18.0%

その他 241 265 346 202 144 84 9 75 26 16 10 50 14 36

11 47.6% 52.4% 68.4% 83.8% 54.3% 16.6% 3.7% 28.3% 5.1% 6.6% 3.8% 9.9% 5.8% 13.6%

4,227 2,152 4,799 3,580 1,219 1,071 321 750 51 11 40 458 315 143

66.3% 33.7% 75.2% 84.7% 56.6% 16.8% 7.6% 34.9% 0.8% 0.3% 1.9% 7.2% 7.5% 6.6%

情報通信業 309 125 365 266 99 32 18 14 3 2 1 34 23 11

11 71.2% 28.8% 84.1% 86.1% 79.2% 7.4% 5.8% 11.2% 0.7% 0.6% 0.8% 7.8% 7.4% 8.8%

運輸業 424 50 455 412 43 17 11 6 0 0 0 2 1 1

12 89.5% 10.5% 96.0% 97.2% 86.0% 3.6% 2.6% 12.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.4% 0.2% 2.0%

建設業 912 255 1,048 850 198 66 13 53 0 0 0 53 49 4

51 78.1% 21.9% 89.8% 93.2% 77.6% 5.7% 1.4% 20.8% 0.0% 0.0% 0.0% 4.5% 5.4% 1.6%

卸売業 1,203 630 1,362 974 388 296 88 208 9 4 5 166 137 29

38 65.6% 34.4% 74.3% 81.0% 61.6% 16.1% 7.3% 33.0% 0.5% 0.3% 0.8% 9.1% 11.4% 4.6%

小売業 723 498 854 574 280 299 114 185 24 2 22 44 33 11

38 59.2% 40.8% 69.9% 79.4% 56.2% 24.5% 15.8% 37.1% 2.0% 0.3% 4.4% 3.6% 4.6% 2.2%

サービス業 656 594 715 504 211 361 77 284 15 3 12 159 72 87

41 52.5% 47.5% 57.2% 76.8% 35.5% 28.9% 11.7% 47.8% 1.2% 0.5% 2.0% 12.7% 11.0% 14.6%

※上段：実数（人）、下段：比率

※雇用形態別の合計の比率は、従業員総数に占める雇用形態別の比率

※雇用形態別の男性女性の比率は、従業員総数の男女別に占める比率

区　　分

191

非製造業

全体

製造業

317

126

回答事業所数

雇用形態別
従業員総数

11,947

5,568

正社員 パートタイマー 派　遣 嘱託・契約社員、その他

1,250

1,833

1,221

6,379

434

474

1,167

506

198

104

164

269

1,035

635

1,473

1,184

-5-



■令和４年度回答事業所数及び常用労働者数

１００～ １社当り労

　　３００人 合計 男性 女性 働者数（人)

317 97 104 87 29 6,994 4,162

100% 30.6% 32.8% 27.4% 9.1% 62.7% 37.3%

126 30 40 40 16 2,965 2,198

100% 23.8% 31.7% 31.7% 12.7% 57.4% 42.6%

食料品 20 7 4 5 4 414 565

6.3% 100% 35.0% 20.0% 25.0% 20.0% 42.3% 57.7%

繊維工業 12 3 4 3 2 97 528

3.8% 100% 25.0% 33.3% 25.0% 16.7% 15.5% 84.5%

木材・木製品 10 5 3 2 0 174 24

3.2% 100% 50.0% 30.0% 20.0% 0.0% 87.9% 12.1%

印刷・同関連 5 2 1 2 0 59 45

1.6% 100% 40.0% 20.0% 40.0% 0.0% 56.7% 43.3%

窯業・土石 7 1 4 2 0 119 34

2.2% 100% 14.3% 57.1% 28.6% 0.0% 77.8% 22.2%

化学工業 9 2 4 2 1 156 99

2.8% 100% 22.2% 44.4% 22.2% 11.1% 61.2% 38.8%

金属・同製品 33 7 11 10 5 1,081 319

10.4% 100% 21.2% 33.3% 30.3% 15.2% 77.2% 22.8%

機械器具 19 0 6 9 4 728 402

6.0% 100% 0.0% 31.6% 47.4% 21.1% 64.4% 35.6%

その他 11 3 3 5 0 137 182

3.5% 100% 27.3% 27.3% 45.5% 0.0% 42.9% 57.1%

191 67 64 47 13 4,029 1,964

100% 35.1% 33.5% 24.6% 6.8% 67.2% 32.8%

情報通信業 11 2 6 2 1 306 124

3.5% 100% 18.2% 54.5% 18.2% 9.1% 71.2% 28.8%

運輸業 12 3 4 4 1 413 47

3.8% 100% 25.0% 33.3% 33.3% 8.3% 89.8% 10.2%

建設業 51 19 17 15 0 902 249

16.1% 100% 37.3% 33.3% 29.4% 0.0% 78.4% 21.6%

卸売業 38 9 13 11 5 1,118 549

12.0% 100% 23.7% 34.2% 28.9% 13.2% 67.1% 32.9%

小売業 38 16 13 5 4 667 441

12.0% 100% 42.1% 34.2% 13.2% 10.5% 60.2% 39.8%

サービス業 41 18 11 10 2 623 554

12.9% 100% 43.9% 26.8% 24.4% 4.9% 52.9% 47.1%

60.3%

非製造業

１～９人 １０～２９人件数区　　分

全体

製造業

100%

39.7%

３０～９９人

1,177 28.71

1,667 43.87

1,108 29.16

460 38.33

1,151

42.42

22.57

319 29.00

5,993 31.38

430 39.09

255

40.98

35.19

1,130 59.47

20.80

19.80

52.08

48.95

1,400

常用労働者数（人）

11,156

5,163

979

625

28.33

21.86

198

104

153

-6-
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■調査結果 

Ⅰ．経営に関する事項 

１．１年前と比べた経営状況 

～「悪い」４０．９％、業況判断指数（DI）は前年調査に比べて５．４ポイント改善～ 

１年前と比べた経営状況は「良い」１６．９％、「変わらない」４２．２％、「悪い」４

０．９％であった。 

前年調査と比べると、「良い」は０．６ポイント（前年調査１６．３％）増加、「変わら

ない」は４．２ポイント（同３８．０％）増加、「悪い」は４．８ポイント（同４５．７％）

減少した（図表１）。全国平均と比べると、「良い」（全国平均１７．２％）は０．３ポイン

ト低く、「悪い」（同３５．５％）は５．４ポイント高い。 

「良い」と回答した割合から「悪い」と回答した割合を差し引いた業況判断指数（ＤＩ）

は、－２４．０ポイント（前年調査－２９．４ポイント）と前年調査と比べて５．４ポイ

ント改善した。 

業種別にみると、「製造業」は－２１．１ポイント（同－２５．４ポイント）、「非製造業」

は－２５．８ポイント（同－３２．４ポイント）となった。規模別にみると、「１～９人」

－３４．７ポイント（同－４７．３ポイント）、「１０～２９人」－１９．４ポイント（同

－１８．０ポイント）、「３０～９９人」－２１．９ポイント（同－２３．４ポイント）、「１

００～３００人」－１０．７ポイント（同－２５．０ポイント）となった。 

 

 

２．主要事業の今後の方針 

～「強化拡大」３５．５％、前年調査に比べて０．３ポイント増加～ 

主要事業の今後の方針は、「現状維持」が最も高く５７．９％、次いで「強化拡大」３５．

５％、「縮小・廃止」５．９％の順であった。前年調査と比べると、「現状維持」（前年調査

５９．２％）は１．３ポイント減少、「強化拡大」（同３５．２％）は０．３ポイント増加、

「縮小・廃止」（同４．７％）は１．２ポイント増加した。 

業種別に「強化拡大」をみると、「製造業」は３３．９％、「非製造業」は３６．６％と、

「非製造業」で高い。規模別に「強化拡大」をみると、「１～９人」は２１．７％、「１０

０～３００人」は４４．４％と、比較的大規模の事業所で高く、小規模の事業所で低い（図

表２）。 

16.3 

17.9 

6.6 

16.3 

16.9 

54.0 

49.4 

29.8 

38.0 

42.2 

29.7 

32.7 

63.6 

45.7 

40.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成３０年度

令和元年度

令和２年度

令和３年度

令和４年度

図表１ 経営状況の推移（年度別） n=313 良い 変わらない 悪い
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３．経営上の障害（複数回答） 

 ～「光熱費・原材料・仕入品の高騰」が５１．３％、前年調査と比べて２１．６ポイント

大幅増加～ 

経営上の障害は、「光熱費・原材料・仕入品の高騰」が５１．３％で最も高く、次いで「人

材不足（質の不足）」４７．８％、「労働力不足（量の不足）」３９．１％の順であった。 

前年調査と比べると、「光熱費・原材料・仕入品の高騰」（前年調査２９．７％）が２１．

６ポイントと大幅に増加したほか、「労働力の不足（量の不足）」（同３１．３％）が７．８

ポイント増加した。一方、「同業他社との競争激化」１４．４％（同２５．３％）は１０．

９ポイント減少した（図表３）。 

 

44.4 

45.2 

37.6 

21.7 

36.6 

33.9 

35.5 

44.4 

54.8 

61.4 

60.9 

58.6 

56.8 

57.9 

7.4 

1.0 

16.3 

3.8 
9.3 

5.9 

3.7 

1.1 

1.1 

0.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100～300人(n=27)

30～99人(n=84)

10～29人(n=101)

1～9人(n=92)

非製造業(n=186)

製造業(n=118）

鳥取県（n=304)

図表２ 主要事業の今後の方針
強化拡大 現状維持 縮小・廃止 その他

9.2

7.9 

9.5 

25.3 

16.1 

41.1 

31.3 

44.9 

29.7 

6.1

8.0 

13.5 

14.4 

15.1 

37.5 

39.1 

47.8 

51.3 

5.9

7.8 

13.1 

17.7 

16.7 

32.3 

35.8 

47.8 

55.4 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

金融・資金繰り難

製品開発力・販売力の不足

納期・単価等の取引条件の厳しさ

同業他社との競争激化

人件費の増大

販売不振・受注の減少

労働力不足（量の不足)

人材不足（質の不足）

光熱費・原材料・仕入品の高騰

図表３ 経営上の障害 n=312

全国

鳥取県（R4）

鳥取県（R3）
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４． 経営上の強み（複数回答） 

～「製造業」は「製品の品質・精度の高さ」、「非製造業」は「組織の機動力・柔軟性」～ 

経営上の強みは、「顧客への納品・サービスの速さ」が２６．４％で最も高く、次いで「組

織の機動力・柔軟性」２６．０％、「製品の品質・精度の高さ」２５．７％の順であった。 

業種別にみると、「製造業」は「製品の品質・精度の高さ」が４８．７％で最も高く、次

いで「生産技術・生産管理能力」３１．３％、「顧客への納品・サービスの速さ」２８．７％

の順であった。「非製造業」は「組織の機動力・柔軟性」が３０．９％で最も高く、次いで

「顧客への納品・サービスの速さ」２４．９％、「技術力・製品開発力」２４．３％の順で

あった（図表４）。 

経営状況が「良い」と回答した事業所の経営上の強みは、「組織の機動力・柔軟性」が４

１．２％で最も高く、次いで「技術力・製品開発力」が３１．４％、「顧客への納品・サー

ビスの速さ」が２７．５％の順であった。 

 

 

５．原材料費、人件費（賃金等）アップ等に対する販売価格への転嫁の状況【新規項目】 

（１）販売・受注価格への転嫁状況 

～「価格の引上げ（転嫁）に成功した」２８．２％がトップ～ 

原材料費、人件費等の増加による販売・受注価格への転嫁状況は、「価格の引上げ（転嫁）

に成功した」２８．２％が最も高い。「価格の引上げ（転嫁）に成功した」、「価格引上げの

17.7 

20.4 

22.7 

8.3 

21.0 

24.3 

11.0 

30.9 

24.9 

7.8 

9.6 

8.7 

31.3 

24.3 

23.5 

48.7 

18.3 

28.7 

13.9 

16.2 

17.2 

17.2 

22.3 

24.0 

25.7 

26.0 

26.4 

15.2 

14.3 

18.1 

15.7 

24.9 

26.9 

24.3 

24.1 

25.8 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

財務体質の強さ・資金調達力

優秀な仕入先・外注先

商品・サービスの質の高さ

生産技術・生産管理能力

製品・サービスの独自性

技術力・製品開発力

製品の品質・精度の高さ

組織の機動力・柔軟性

顧客への納品・サービスの速さ

図表４ 経営上の強み

全国(n-17,974)

鳥取県(n=296)

製造業(n=115)

非製造業(n=181)
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交渉中」、「これから価格引上げの交渉を行う」の合計は６１．９％で、全国平均６７．３％

と比べて５．４ポイント低く、業種別にみると、「製造業」７０．２％、「非製造業」５６．

６％で「製造業」は「非製造業」と比べて１３．６ポイント高い（図表５）。 

 

 

（２）価格転嫁の内容 

～「原材料分の転嫁」７割強でトップ、「人件費引上げ分の転嫁」は１６．４％に留まる～ 

「（１）販売・受注価格への転嫁状況」で「価格の引上げ（転嫁）に成功した」、「価格引

上げの交渉中」、「これから価格引上げの交渉を行う」と回答した事業所の販売・受注価格へ

の転嫁の内容は、「原材料分の転嫁を行った（行う予定）」７６．５％が最も高く、次いで「利

益確保分の転嫁を行った（行う予定）」２６．２％、「人件費引上げ分の転嫁を行った（行う

予定）」１６．４％の順であった。全国平均と比べて、「人件費引上げ分の転嫁を行った（行

う予定）」は７．３ポイント低い（図表６）。 

 

24.3

27.9

15.1

14.4

8.9

6.8

28.2

24.0

9.7

15.9

12.7

5.5

33.9

29.8

6.5

13.7

8.1

3.2

24.5

20.1

12.0

17.4

15.8

7.1

0 10 20 30 40

価格の引上げ（転嫁）に成功した

価格引上げの交渉中

これから価格引上げの交渉を行う

対応未定

転嫁はしていない（価格変動の影響はない）

転嫁はできなかった

図表５ 原材料費、人件費等の増加による販売・受注価格への転嫁状況

全国（n=18,367)

鳥取県(n=308)

製造業(n=124)

非製造業(n=184)

79.9

24.3

23.7

1.4

76.5

26.2

16.4

3.3

81.0

22.6

16.7

3.6

72.7

29.3

16.2

3.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

原材料分の転嫁を行った（行う予定）

利益確保分の転嫁を行った（行う予定）

人件費引上げ分の転嫁を行った（行う予定）

その他

図表６ 価格転嫁の内容

全国（n=12,036)

鳥取県(n=183)

製造業(n=84)

非製造業(n=99)
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（３）一年前と比べた価格転嫁の状況 

～「１０～３０％未満」４３．５％でトップ、「５０％未満」が８割強～ 

 「（１）販売・受注価格への転嫁状況」で「価格の引上げ（転嫁）に成功した」と回答し

た事業所の一年前と比べた価格転嫁の状況は、「１０～３０％未満」４３．５％が最も高く、

次いで「１０％未満」３７．６％、「７０～１００％未満」１２．９％の順であった。 

 「５０％未満」とした事業所の割合は８３．５％で、業種別にみると「製造業」９０．３％、

「非製造業」７７．２％で、「製造業」が１３．１ポイント高い（図表７）。 

 

 

Ⅱ．労働時間に関する事項 

１．週所定労働時間 

 ～４０時間以下が９１．６％ 「製造業」９４．４％、「非製造業」８９．７％～ 

従業員１人当たりの週所定労働時間は、「４０時間」４８．２％が最も高く、「３８時間

超４０時間未満」３０．１％、「３８時間以下」１３．３％の順であった。４０時間以下は

全体の９１．６％で、前年調査９６．２％より４．６ポイント減少した。 

４０時間以下を業種別にみると、前年調査と比べて「製造業」は９４．４％（前年調査

９９．２％）と４．８ポイント、「非製造業」は８９．７％（同９４．０％）と４．３ポイ

ント減少した（図表８）。 

図表８ 週所定労働時間（規模・業種別） 

労働時間 
規模・業種 

３８時間以下 
３８時間超 
４０時間未満 

４０時間 

全国(n=18,414) 
15.8% 26.7% 49.1% 

91.6%（91.5%） 

鳥取県(n=309) 
13.3% 30.1% 48.2% 

91.6%（96.2%） 

規
模
別 

１～９人(n=90) 
14.4% 26.7% 43.3% 

84.4% 

１０～２９人(n=104) 
8.7% 28.8% 53.8% 

91.3% 

３０～９９人(n=86) 
16.3% 32.6% 47.7% 

96.6% 

１００～３００人(n=29) 
17.2% 37.9% 44.8% 

99.9% 

業
種
別 

製造業(n=124) 
11.3% 36.3% 46.8% 

94.4%（99.2%） 

非製造業(n=185) 
14.6% 25.9% 49.2% 

89.7%（94.0%） 
（  ）は前年調査の数値 

※現在、労働基準法で４０時間超４４時間以下が認められているのは、１０人未満の商業・サービス業等の特例事業所のみ。 
※「所定労働時間」とは、就業規則等に定められた始業時刻から終業時刻までの時間から休憩時間を差し引いた時間のこと。 

41.4 

37.6 

41.5 

34.1 

39.8

43.5

48.8

38.6

4.2

2.4

4.5

5.1 

2.4 

4.5 

8.2

12.9

7.3

18.2

1.3 

1.2 

2.4 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全国（n=4,390)

鳥取県(n=85)

製造業(n=41)

非製造業(n=44)

図表７ 一年前と比べた価格転嫁の状況

１０％未満 １０～３０％未満 ３０～５０％未満

５０～７０％未満 ７０～１００％未満 １００％以上
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２．月平均残業時間（時間外労働・休日労働） 

～「残業あり」７４．８％、前年調査比４．３ポイント増加、 

１人当たり月平均残業８．８０時間、業種別で「運輸業」がトップ～ 

令和３年の従業員１人あたりの月平均残業時間は、「残業あり」７４．８％、「残業なし」

２５．２％で、「残業あり」は前年調査７０．５％より４．３ポイント増加した。 

「残業あり」を月平均残業時間別でみると、「１０時間未満」が３３．９％と最も高く、

次いで「１０～２０時間未満」２７．６％、「２０～３０時間未満」９．３％の順であった。 

前年調査と比べると、「１０～２０時間未満」（前年調査２４．７％）が２．９ポイント、

「１～１０時間未満」（同３２．１％）が１．８ポイント増加、「３０～５０時間未満」（同

４．８％）が１．８ポイント減少した（図表９）。 

図表９ 月平均残業時間 n=301 

残業なし 1～10h 未満 10～20h 未満 20～30h 未満 30～50h 未満 50h 以上 

25.2% 

(29.5%) 

33.9% 

(32.1%) 

27.6% 

(24.7%) 

9.3% 

(8.3%) 

3.0% 

(4.8%) 

1.0% 

(0.6%) 

74.8% (70.5%) 

（  ）は前年調査の数値 

従業員１人当たりの月平均残業時間は８．８０時間で、その推移をみると、前年調査と

比べて「全業種」（前年調査８．３７時間）は０．４３時間増加した。また、「製造業」（同

８．０９時間）は０．６２時間、「非製造業」（同８．５８時間）は０．２７時間といずれ

も増加した（図表１０）。 

 

 

業種別にみると、月平均残業時間が多かったのは「運輸業」３４．８０時間、次いで「繊

維工業」１２．７３時間、「機械器具製造業」１０．６１時間の順であった。一方、月平

均残業時間が少なかったのは「木材・木製品製造業」２．１０時間、「窯業・土石製造業」

４．１４時間、「小売業」５．４７時間の順であった。 

前年調査と比べると、「運輸業」７．９３時間増、「金属・同製品製造業」３．５時間増、

一方で「化学工業製品製造業」２．２０時間減、「機械器具製造業」１．８６時間減とな

った（図表１１）。 

 

9.61

9.35

10.42
10.22

11.10

9.08

8.37

8.80

9.67

9.22

10.26

10.71
10.97

8.84

8.09
8.71

9.54

9.46

10.57

9.86

11.20

9.30

8.58

8.85

8.0

9.0

10.0

11.0

12.0

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

図表１０ 月平均残業時間の推移

全業種(n=301) 製造業(n=122) 非製造業(n=179)
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図表１１ 月平均残業時間（業種別） n=301                               （単位：時間） 

製造業 食料品 繊維工業 
木材・ 

木製品 

印刷・ 

同関連 

窯業・ 

土石 
化学工業 

金属・ 

同製品 
機械器具 

8.71 

(8.09) 
6.70 

(7.29) 

12.73 

(12.06) 

2.10 

(1.56) 

10.20 

(10.00) 

4.14 

(5.13) 

9.00 

(11.20) 

10.53 

(7.03) 

10.61 

(12.47) 

非製造業 
情報 

通信業 
運輸業 建設業 卸売業 小売業 

サービス

業 

8.85 

(8.58) 

 9.27 

(8.50) 

34.80 

(26.87) 

7.92 

(8.45) 

7.54 

(6.47) 

5.47 

(7.27) 

7.44 

(4.88) 

（  ）は前年調査の数値 

 

３．従業員１人当たりの年次有給休暇の平均付与日数・平均取得日数・平均取得率 

～平均付与日数１６．６３日、平均取得日数８．８６日、平均取得率５７．３７％～ 

令和３年の従業員１人当たりの年次有給休暇の付与日数は、「１５～２０日未満」が６１．

１％と最も高く、次いで「１０～１５日未満」１４．２％、「２０～２５日未満」１２．０％

の順であった。平均付与日数は１６．６３日で全国平均１５．９６日より０．６７日多い。

業種別にみると、「製造業」１７．００日、「非製造業」１６．３６日で、「化学工業製品製

造業」１９．１４日が最も多く、次いで「金属、同製品製造業」１８．２９日、「機械器具

製造業」１７．８３日の順であった。 

従業員１人当たりの年次有給休暇の取得日数は、「５～１０日未満」が４９．５％と最も

高く、次いで「１０～１５日未満」３８．９％、「５日未満」６．２％の順であった。平均

取得日数は８．８６日で、前年調査８．００日より０．８６日多い。 

業種別にみると、「製造業」９．０２日、「非製造業」８．７５日で、「化学工業製品製造

業」１１．００日、「小売業」１０．４７日が多く、「サービス業」７．５３日、「印刷・同

関連製造業」７．７５日が少ない。 

従業員１人当たりの年次有給休暇の平均取得率は５７．３７％で、前年調査５４．４１％

より２．９６ポイント高く、全国平均５８．９９％より１．６２ポイント低い（図表１２）。 

（  ）は前年調査の数値    

 

４．育児・介護休業制度について【新規項目】 

（１）育児・介護休業取得実績の有無 

～取得実績のある事業所の割合は、男女ともに全国平均を上回る～ 

育児休業を取得したことがある正社員がいる事業所は「男性」１５．３％、「女性」４３．

８％で、全国平均より「男性」は７.５ポイント、「女性」は１５．３ポイント高い。また、

正社員以外の取得実績は「男性」０.８％、「女性」１４．６％で、正社員と比べて正社員

以外の取得率は低い。 

介護休業を取得したことがある正社員がいる事業所は「男性」３.６％、「女性」６.８％

図表１２ 年次有給休暇の平均付与日数・平均取得日数・平均取得率 

 平均付与日数 平均取得日数 平均取得率 

全国(n=16,661) 15.96(15.56) 8.87(8.40) 58.99%(57.65%) 

鳥取県(n=275) 16.63(15.69) 8.86(8.00) 57.37%(54.41%) 

製造業(n=115) 17.00(16.29) 9.02(8.50) 56.18%(55.30%) 

非製造業(n=160) 16.36(15.23) 8.75(7.62) 58.23%(53.72%) 
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で、全国平均より「男性」は１.１ポイント、「女性」は４．０ポイント高い。また、正社

員以外の取得実績は「男性」０.８％、「女性」３．２％で、正社員と比べて正社員以外の

取得率は低い。 

  育児・介護休業の取得実績がない事業所は４２．７％で、全国平均６３．６％より２０．

９ポイント低い。業種別にみると、「非製造業」は「製造業」より５.０ポイント高く、規

模別にみると、「１～９人」は「１００～３００人」より６４．２ポイント高い（図表１３）。 

図表１３ 育児・介護休業取得実績の有無    （単位：％） 

  

【育児休業】取得実績あり 【介護休業】取得実績あり 育
児
・
介
護

休
業
の
取
得

実
績
な
し 

正社員 正社員以外 正社員 正社員以外 

男
性 

女
性 

男
性 

女
性 

男
性 

女
性 

男
性 

女
性 

全国(n=17,305) 7.8 28.5 0.1 7.2 2.5 2.8 0.3 1.2 63.6 

鳥取県(n=281) 15.3 43.8 0.8 14.6 3.6 6.8 0.8 3.2 42.7 

 1～9 人(n=68) 2.9 22.1 3.0 10.3 4.4 2.9 3.0 3.0 67.6 

 10～29 人(n=100) 13.0 33.0 0.0 10.0 1.0 8.0 0.0 0.0 52.0 

 30～99 人(n=84) 19.0 57.1 0.0 19.1 3.6 6.0 0.0 6.0 25.0 

 100～300 人(n=29) 41.4 93.1 0.0 27.6 10.3 13.8 0.0 6.9 3.4 

 製造業(n=118) 13.6 46.6 0.0 16.1 3.4 7.6 0.0 4.2 39.8 

 非製造業(n=163) 16.6 41.7 1.2 13.5 3.7 6.1 1.2 2.4 44.8 

 

（２）育児・介護休業を取得した従業員の代替要員の対応（複数回答） 

～代替要員は「現在の人員で対応」が６３．２％でトップ～ 

育児・介護休業を取得した従業員の代替要員の対応は、「現在の人員で対応した」６３．

２％が最も高く、次いで「他の部署の従業員・役員による代替、兼務」２５．３％、「派遣

の活用」１８．４％の順であった。 

規模別にみると、「１～９人」は「現在の人員で対応した」６０．７％に次いで「パート

タイマー、アルバイトを雇い入れる」１７．９％の順であった。一方「１００～３００人」

は「現在の人員で対応した」７８．６％に次いで「派遣の活用」４２．９％の順であった

（図表１４）。 

 

63.2

25.3

18.4

13.8

13.2

60.7

10.7

3.6

17.9

3.6

56.4

25.5

7.3

9.1

18.2

63.5

28.6

23.8

12.7

12.7

78.6

32.1

42.9

21.4

14.3

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0

現在の人員で対応した

他の部署の従業員・役員による代替、兼務

派遣の活用

パートタイマー、アルバイトを雇い入れる

正規従業員を採用

図表１４ 育児・介護休業を取得した従業員の代替要員

鳥取県(n=174)

1～9人(n=28)

10～29人(n=55)

30～99人(n=63)

100～300人(n=28)
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（３）出生時育児休業制度（産後パパ育休）の対象者への対応（複数回答） 

～就業規則等の改正で約３割が対応～ 

出生時育児休業制度（産後パパ育休）の対象者への対応は、「特に実施していない（予定

もない）」３２．３％が最も高く、次いで「就業規則、労使協定など現行制度を改正する（し

た）」３１．６％、「対象者の把握に努めている」２９．４％の順であった。 

規模別にみると、「１～９人」は「特に実施していない（予定もない）」６０．３％が最

も高く、次いで「対象者の把握に努めている」１９．０％の順であった。一方「１００～

３００人」は「就業規則、労使協定など現行制度を改正する（した）」５１．７％に次いで

「対象者の把握に努めている」４１．４％の順であるなど、その他の項目も比較的高く、「特

に実施していない（予定もない）」は１０．３％と低い（図表１５）。 

 

 

Ⅲ．雇用に関する事項 

１．従業員の雇用形態 

～正社員割合７６．６％、前年調査と比べて２．６ポイント増加～ 

回答事業所の従業員（従業員数１１，９４７人）の雇用形態は、「正社員」７６．６％、

「パートタイマー」１３．４％、「嘱託・契約社員、その他」８．０％、「派遣」２．０％

であり、前年調査と比べて「正社員」は２．６ポイント（前年調査７４．０％）増加した。 

男女別にみると、「男性」は「正社員」８５．９％、「嘱託・契約社員、その他」７．１％、

「パートタイマー」６．０％、「派遣」１．０％で、全国平均と比べると、「正社員」（全国

平均８４．２％）は１．７ポイント高い。「女性」は「正社員」６１．７％、「パートタイ

マー」２５．３％、「嘱託・契約社員、その他」９．５％、「派遣」３．５％で、全国平均

と比べると、「正社員」（同５５．９％）は５．８ポイント高い（図表１６）。 

32.3

31.6

29.4

16.7

14.5

60.3

7.9

19.0

6.3

4.8

32.6

33.7

26.3

10.5

13.7

18.3

40.2

36.6

24.4

17.1

10.3

51.7

41.4

37.9

31.0

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

特に実施していない（予定もない）

就業規則、労使協定など現行制度を改正する（した）

対象者の把握に努めている

説明会、掲示等で社内全体へ制度を周知する（した）

対象者に制度の説明と取得勧奨をしている

図表１５ 出生時育児休業制度（産後パパ育休）の対象者に対する対応

鳥取県(n=269)

1～9人(n=63)

10～29人(n=95)

30～99人(n=82)

100～300人(n=29)
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２．常用労働者数 

～１事業所当たり平均常用労働者数は３５．１人、前年調査比２．０人増、女性常用労働

者比率の平均は「１００～３００人」が３９．９６％で最も高い～ 

回答事業所の従業員のうち、常用労働者数は１１，１５６人で、１事業所当たりの平均

常用労働者数は３５．１人と、前年調査と比べ２．０人（前年調査３３．１人）増加した。 

男女比率は、「男性」６２．７％（全国平均６９．９％）、「女性」３７．３％（同３０．

１％）であった。業種別にみると、「製造業」は「男性」５７．４％、「女性」４２．６％、

「非製造業」は「男性」６７．２％、「女性」３２．８％であった。 

女性常用労働者比率は、「１０～２０％未満」及び「３０～５０％未満」２０．２％が

最も高く、次いで「５０～７０％未満」１８．３％の順であった。規模別の平均をみると、

「１００～３００人」３９．９６％が最も高い（図表１７）。 

図表１７ 女性常用労働者比率                                       （単位：％） 
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平
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全国(n=18,811) 7.6 9.9 22.1 18.0 17.9 14.8 9.9 31.84 

鳥取県(n=317) 6.6 7.9 20.2 15.8 20.2 18.3 11.0 35.45 

１～９人(n=97) 20.6 － 7.2 12.4 17.5 26.8 15.5 39.68 

１０～２９人(n=104) 1.0 11.5 26.9 21.2 19.2 15.4 4.8 31.04 

３０～９９人(n=87) － 13.8 24.1 14.9 23.0 11.5 12.6 34.51 

１００～３００人(n=29) －   3.4 27.6 10.3 24.1 20.7 13.8 39.96 

製造業(n=126) 7.1 12.7 15.1 11.1 17.5 22.2 14.3 38.09 

非製造業(n=191) 6.3 4.7 23.6 18.8 22.0 15.7 8.9 33.71 

 

３．パートタイム労働者比率 

～パートタイマー「雇用あり」５８．７％、前年調査比１．４ポイント増～ 

パートタイム労働者を雇用している事業所は、５８．７％（「雇用なし」４１．３％）で、

前年調査に比べて１．４ポイント（前年調査５７．３％）増加した（図表１８）。１事業所当

84.2

85.9

55.9

61.7

6.2

6.0

33.3

25.3

1.7

1.0

3.6

3.5

8.0

7.1

7.3

9.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全国（男性）(n=18,803)

鳥取県（男性）(n=317)

全国（女性）(n=18,797)

鳥取県（女性）(n=317)

図表１６ 従業員の雇用形態（男女別）
正社員 パート 派遣 嘱託その他
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たりの平均パートタイム労働者数は１３．７０人で前回調査（１４．３７人）と比べて０．

６７人減少した。業種別にみると、「製造業」６６．６％、「非製造業」５３．４％で、「繊維

工業」９１．６％、「食料品製造業」８５．０％で高い。 

 

 

４．従業員の採用 

（１）採用計画 

～新卒採用計画２６．４％、全国平均と比べて４．０ポイント高い～ 

令和３年度の従業員の採用計画は、「新卒採用の計画を行った」２６．４％、「中途採用の

計画を行った」５４．０％、「採用計画はなし」４０．５％であった。全国平均より「新卒採

用の計画を行った」は４．０ポイント、「中途採用の計画を行った」６．４ポイント高い（図

表１９）。 

 
 

（２）採用状況 

～新規学卒者の採用数増加、中途採用者の年齢層は「２５～３４歳」が４９．７％～ 

新規学卒者の採用数は１３４人で、前年調査に比べて１５人増加した。内訳は、「高校卒」

７１人、「専門学校卒」１４人、「短大（含高専）卒」６人、「大学卒」４３人で、「高校卒」

は全体の５３．０％と、前年調査（５８．０％）と比べて５．０ポイント減少した。 

中途採用者の採用数は２８９人で、内訳は、「高校卒」２０４人、「専門学校卒」２４人、

「短大（含高専）卒」１１人、「大学卒」５０人で、「高校卒」は全体の７０．６％であっ

た。（図表２０）。 
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41.3 
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24.6 

18.6 

11.5 

9.5 

12.1 

8.5 

6.6 
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4.0 
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鳥取県(R3)

鳥取県(R4)

全国(R4)

図表１８ パートタイム労働者比率（年度別）n=317

雇用なし 10%未満 10～20%未満 20～30%未満 30～50%未満 50～70%未満 70%以上

22.4

26.4

28.6

24.9

47.6

54.0

57.1

51.9

46.0

40.5

35.7

43.8

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

全国(n=18,496）

鳥取県（n=311)

製造業(n=126)

非製造業(n=185)

図表１９ 従業員の採用計画

新卒採用の計画を

行った

中途採用の計画を

行った

採用計画はなし
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図表２０ 採用状況  （単位：人） 

  
  

新規学卒者 中途採用者 

令和３年度 令和４年度 令和４年度 

高校卒 69 71 204 

専門学校卒 6 14 24 

短大（含高専）卒 12 6 11 

大学卒 32 43 50 

合 計 119 134 289 

※「中途採用者」は令和 4年度調査の新規項目のため令和 3年度以前の数値なし。 

 

中途採用を行った従業員の年齢層は、「２５～３４歳」４９．７％が最も高く、次いで「３

５～４４歳」４７．８％、「２５歳以下」３９．１％の順であった（図表２１）。 

 

 

（３）採用充足率 

～新規学卒者は「大学卒」「事務系」、中途採用者は「専門学校卒」「技術系」で低い～ 

採用計画に対して計画どおり採用できた充足率は、新規学卒者は「大学卒」の「事務系」

で５４．５％と最も低く、業種別にみると、「非製造業」の「大学卒」「事務系」で５２．

４％と最も低い。 

中途採用者は「専門学校卒」の「技術系」で８８．９％と最も低く、業種別にみると、

「非製造業」の「専門学校卒」「技術系」で８５．７％と最も低い（図表２２）。 

図表２２ 採用充足状況     （単位：%) 

新
規
学
卒
者 

  
高校卒 n=37 専門学校卒 n=9 短大卒(含高専) n=6 大学卒 n=23 

技術系 事務系 技術系 事務系 技術系 事務系 技術系 事務系 

全国 充足率 74.1 83.8 88.3 94.1 89.5 93.1 83.3 88.6 

鳥取県 
計画 61 人 36 人 13 人 4 人 6 人 0 人 34 人 22 人 

充足率 82.0 58.3 76.9 100.0 100.0 - 91.2 54.5 

製造業 充足率 75.0 61.1 100.0 - 100.0 - 77.8 100.0 

非製造業 充足率 95.2 55.6 66.7 100.0 100.0 - 96.0 52.4 

中
途
採
用
者 

  
高校卒 n=69 専門学校卒 n=11 短大卒(含高専) n=11 大学卒 n=27 

技術系 事務系 技術系 事務系 技術系 事務系 技術系 事務系 

全国 充足率 87.1 93.9 94.1 96.8 93.9 96.3 93.0 96.1 

鳥取県 
計画 113人 100人 9 人 16 人 5 人 6 人 28 人 24 人 

充足率 94.7 97.0 88.9 100.0 100.0 100.0 92.9 100.0 

製造業 充足率 92.9 98.2 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

非製造業 充足率 97.7 95.5 85.7 100.0 100.0 100.0 88.2 100.0 

39.1

49.7

47.8

36.0

14.3

11.2

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

２５歳以下

２５～３４歳

３５～４４歳

４５～５５歳

５６～５９歳

６０歳以上

図表２１ 中途採用を行った従業員の年齢層 n=161
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５．人材育成と教育訓練【新規項目】 

（１）人材育成のために行っている教育訓練の内容（複数回答） 

～「必要に応じた OJTの実行」５３．６％がトップ～ 

人材育成のために行っている教育訓練は、「必要に応じた OJTの実行」５３．６％が最も

高く、次いで「自社内での研修会・勉強会の開催」４２．５％、「民間の各種セミナー等へ

の派遣」３０．２％の順であった。規模別にみると、「特に実施していない」は「１～９人」

で３５．２％と最も高い（図表２３）。 

 
 

（２）付加価値や生産性を高めるために行っている教育訓練、研修の内容（複数回答） 

～「各種資格の取得」６８．６％がトップ～ 

付加価値や生産性を高めるために行っている教育訓練、研修は、「各種資格の取得」６８．

６％が最も高く、次いで「職階（初任者、中堅社員、管理職）に応じた知識・技能」５０．

８％、「経理、財務」１２．４％の順であった（図表２４）。 
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17.2
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11.7

10.7

26.1

23.9

17.0

35.2

8.0

11.4

4.5

52.9

49.0

26.0

13.5

11.5

12.5

12.5

71.3

43.7

43.7

8.0

18.4

8.0

9.2

86.2

72.4

44.8

3.4

31.0

20.7

27.6

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

必要に応じたＯＪＴの実行

自社内での研修会・勉強会の開催

民間の各種セミナー等への派遣

特に実施していない

商工会議所、商工会の研修への派遣

親会社・取引先の共同研修への派遣

通信教育の受講

図表２３ 人材育成のために行っている教育訓練

鳥取県(n=308)

１～９人(n=88)

１０～２９人(n=104)

３０～９９人(n=87)

１００～３００人(n=29)
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Ⅳ．賃金に関する事項 

 １．賃金改定の実施状況 

 ～「改定（引上げ）」、「引上げ予定」６３．６％、前年調査と比べて９．１ポイント増加～ 

令和４年１月１日から令和４年７月１日までの賃金改定の実施状況は、「引上げた」５２．

７％と「７月以降引上げ予定」１０．９％の合計は６３．６％、「引下げた」０．３％、「７

月以降引下げ予定」０．３％の合計は０．６％であった。「今年は実施しない（凍結）」は

１６．６％、「未定」は１９．２％であった。 

前年調査と比べると、「引上げた」、「７月以降引上げ予定」の合計は９．１ポイント（前

年調査５４．５％）増加、「引下げた」、「７月以降引下げ予定」の合計は１．６ポイント（同

２．２％）減少、「未定」は４．９ポイント（同２４．１％）減少、「今年は実施しない（凍

結）」は２．６ポイント（同１９．２％）減少した（図表２５）。 

 

 

２．平均昇給額と昇給率  

～「平均昇給額」５，７９７円、「昇給率」２．５６％、前年調査と比べて「平均昇給額」

２，０１３円、「昇給率」０．８９ポイント増加～ 

「平均昇給額」と「昇給率」の推移は、「平均昇給額」は加重平均で５，７９７円、「昇

給率」は２．５６％となり、前年調査と比べると、「平均昇給額」は２，０１３円増加（前

68.6
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新技術開発、新商品開発、研究

語学、コミュニケーション能力

その他

法律

プログラミング

アプリ開発、システム開発

図表２４ 付加価値や生産性を高めるために行っている教育訓練、研修 n=258
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図表２５ 賃金改定実施状況 n=313
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年調査３，７８４円）し、「昇給率」は０．８９ポイント増加（同１．６７％）した（図表

２６）。 

 

  全国平均と比べると、「平均昇給額」は５１６円（全国平均６，３１３円）低い一方、「昇

給率」は０．０９ポイント（同２．４７％）高い。 

業種別にみると、「製造業」は「平均昇給額」４，６６３円、「昇給率」２．２２％、「非

製造業」は「平均昇給額」６，９５３円、「昇給率」２．８６％であった。 

規模別にみると、「１～９人」は「平均昇給額」７，１６３円、「昇給率」３．４０％、「１

０～２９人」は「平均昇給額」８，８９４円、「昇給率」３．８７％、「３０～９９人」は

「平均昇給額」４，７４２円、「昇給率」２．０６％、「１００～３００人」は「平均昇給

額」５，７１４円、「昇給率」２．５８％であった（図表２７）。 

図表２７ 平均昇給額・昇給率（加重平均）  

     
対 象 者 数
（人） 

賃金（円） 昇 給 額
（円） 

昇 給 率
（％） 改定前 改定後 

全 国 
R4 264,768 255,550 261,863 6,313 2.47 

R3 264,748  252,653  257,568  4,915  1.95 

鳥取県 
R4 5,379 226,294 232,091 5,797 2.56 

R3 4,690  226,813  230,597  3,784  1.67 

規
模
別 

１～９人 
R4 210 210,885 218,048 7,163 3.40 

R3 124  214,876  221,136  6,260  2.91 

１０～２９人 
R4 744 229,947 238,841 8,894 3.87 

R3 810  227,909  231,135  3,226  1.42 

３０～９９人 
R4 2,292 230,726 235,468 4,742 2.06 

R3 2,061  224,237  228,324  4,087  1.82 

１００～３００人 
R4 2,133 221,776 227,490 5,714 2.58 

R3 1,695  230,294  233,796  3,502  1.52 

業
種
別 

製造業 
R4 2,716 209,923 214,586 4,663 2.22 

R3 2,587  212,598  216,731  4,133  1.94 

非製造業 
R4 2,663 242,991 249,944 6,953 2.86 

R3 2,103  244,299  247,653  3,354  1.37 

※加重平均は、各事業所の１人当たりの昇給額に対象者総数を乗じた総和を対象者総数の総和で除した数値。 
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図表２６ 平均昇給額・昇給率の推移 平均昇給額 昇給率
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３．賃金改定の内容 

～賃金改定は「定期昇給」５９．０％、「基本給の引上げ」２９．３％で対応～ 

賃金改定（引上げ・７月以降引上げ予定）した事業所の改定内容は、「定期昇給」５９．

０％が最も高く、次いで「基本給の引上げ（定期昇給制度のない事業所）」２９．３％、「ベ

ースアップ」２７．７％の順であった。 

「ベースアップ」は全国平均１７．７％と比べると１０．０ポイント高く、前年調査と

１５．４％と比べると１２．３ポイント増加した（図表２８）。 

 
※「定期昇給」とは、あらかじめ定められた企業の制度に従って行われる昇給のことで、一定の時期に毎年増額することを

いう。また、毎年時期を定めて行っている場合は、能力、業績評価に基づく査定昇給なども含む。 
※「ベースアップ」とは、賃金表の改定により賃金水準を引き上げることをいう。 

 

４．賃金改定の決定要素  

～「労働力の確保・定着」がトップ、前年調査と比べて「物価の動向」大幅増加～ 

賃金改定の決定要素は、「労働力の確保・定着」６１．５％が最も高く、次いで「企業の

業績」５４．５％、「世間相場」１８．７％の順であった。 

全国平均と比べると、「労働力の確保・定着」（全国平均５９．２％）は２．３ポイント

高い。前年調査と比べると、「物価の動向」（前年調査１．９％）は１６．３ポイント増加

した（図表２９）。 
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図表２８ 賃金改定の内容 n=188
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図表２９ 賃金改定の決定要素 n=187
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５．初任給（初回支給）額 

～中途採用者「専門学校卒・事務系」は全国平均と比べて３１，２９０円低い～ 

令和４年に採用した新規学卒者１人当たりの平均初任給額は、「大学卒・事務系」２００，

８３５円が最も高く、次いで「大学卒・技術系」１９９，４４８円、「専門学校卒・事務系」

１７８，２３８円の順であった。「高校卒・技術系」１５４，１９９円は全国平均１７５，

１７９円と比べて２０，９８０円低い。 

令和４年に採用した中途採用者１人当たりの平均初回支給額は、「専門学校卒・技術系」

３４８，９６９円が最も高く、次いで「大学卒・技術系」２４２，８０８円、「大学卒・事

務系」２４０，５７１円の順であった。「専門学校卒・事務系」１７２，４７７円は全国平

均２０３，７６７円と比べて３１，２９０円低い（図表３０）。 
図表３０ 初任給（初回支給）額 （学卒別・職種別、加重平均） （単位：円）  

 

学卒別   
対象者数
（人） 

技術系 
対象者数
（人） 

事務系 

新
規
学
卒
者 

高校卒 

全国 2,675  175,179 596  168,248  

鳥取県 50  154,199  21  163,593  

製造業 30  148,670  11  159,023  

非製造業 20  162,493  10  168,620  

専門学校卒 

全国 715  185,750  174  185,518  

鳥取県 10  175,520  4  178,238  

製造業 4  154,750  － － 

非製造業 6  189,367  4  178,238  

短大卒（含高専） 

全国 154  182,695  81  187,296  

鳥取県 6  170,170  － － 

製造業 2  165,510  － － 

非製造業 4  172,500  － － 

大学卒 

全国 1,521  204,522  899  202,092  

鳥取県 31  199,448  12  200,835  

製造業 7  194,143  1  170,000  

非製造業 24  200,996  11  203,638  

中
途
採
用
者 

高校卒 

全国 5,531  208,719  1,931  190,801  

鳥取県 107  188,868  97  180,656  

製造業 65  166,281  55  181,328  

非製造業 42  223,825  42  179,777  

専門学校卒 

全国 729  221,981  451  203,767  

鳥取県 8  348,969  16  172,477  

製造業 2  165,750  7  172,062  

非製造業 6  410,042  9  172,800  

短大卒（含高専） 

全国 232  207,423  216  199,805  

鳥取県 5  179,780  6  179,390  

製造業 3  181,500  3  169,447  

非製造業 2  177,200  3  189,333  

大学卒 

全国 1,439  239,104  1,360  244,026  

鳥取県 26  242,808  24  240,571  

製造業 11  211,746  9  212,745  

非製造業 15  265,587  15  257,267  
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                                           令和４年６月  

 （左欄は記入しないでください。）  

令和４年度 中小企業労働事情実態調査ご協力のお願い  

 中小企業団体中央会では、中小企業における労働事情を的確に把握し、適正な労働対策を樹立することを目的に、  

本年度も全国一斉に標記調査を実施することとなりました。  

 つきましては、ご繁忙の折誠に恐縮ですが、趣旨をご理解いただき、調査へのご協力をよろしくお願い申し上げます。 

令和４年度 中小企業労働事情実態調査票  

調査時点：令和４年７月１日  調査締切：令和４年７月１９日  

貴事業所全体の概要についてお答えください。  

貴事業所の名称   記入担当者名   

所  在  地  
（〒  -    ）  

 

電話番号            －     －  

FAX 番号            －     －  

 業     種  

（最も売上高の
多い事業の業種
の 番 号 を 右 の
１．～19．の中か
ら１つだけ下の
太枠内にご記入
ください） 

 
１．食料品、飲料・たばこ・飼料製造業  

２．繊維工業  

３．木材・木製品、家具・装備品製造業  

４．印刷・同関連業  

５．窯業・土石製品製造業  

６．化学工業、石油・石炭製品、ゴム製品製造業  

７．鉄鋼業、非鉄金属、金属製品製造業  

８．生産用・業務用・電気・情報通信・輸送用機械器具製造業  

９．パルプ・紙・紙加工品、プラスチック製品、なめし革・同製品・ 
毛皮、その他の製造業  

10．情報通信業  

   通信業、放送業、情報サービス業、インターネット  

   付随サービス業、映像・音声・文字情報制作業  
11．運輸業  

 
12．総合工事業  

13．職別工事業（設備工事業を除く）  

14．設備工事業  

15．卸売業  

16．小売業  

17．対事業所サ－ビス業  

物品賃貸業、専門サービス業、広告業、  

技術サービス業、廃棄物処理業､ 

職業紹介･労働者派遣業､ 

その他の事業サービス業等  

18．対個人サービス業  

19．その他 
（具体的に：         ）  

 

設問１）現在の従業員数についてお答えください。  

 ① 令和４年７月１日現在の形態別の従業員数（役員を除く）を男女別に太枠内にご記入ください。また、従業員のう

ち常用労働者数をご記入ください。「前年比」の欄は、昨年と比べて「増加した＝増」「変わらない＝不変」「減少

した＝減」のいずれかに○印を付けてください。  

 
正 社 員  パートタイマー 派  遣  嘱託・契約社員 その他  合 計   

 

 常用労働者数 

（派遣を除く） 

男 性  人  人  人  人  人  人  男 性           人  

前年比 増・不変・減  増・不変・減  増・不変・減  増・不変・減  増・不変・減  増・不変・減  前年比 増・不変・減  

女 性  人  人  人  人  人  人  女 性           人  

前年比 増・不変・減  増・不変・減  増・不変・減  増・不変・減  増・不変・減  増・不変・減  前年比 増・不変・減  

〔注〕(1)「パートタイマー」とは、１日の所定労働時間が貴事業所の一般労働者より短い者、または１日の所定労働時間は同じでも１
週の所定労働日数が少ない者です。 

(2)「派遣」とは、労働者派遣契約に基づき、他社(派遣元)から貴事業所に派遣されている者。常用労働者には含みません。 
(3)「常用労働者」とは、貴事業所が直接雇用する従業員のうち、次のいずれかに該当する者です。なお、パートタイマーであっ

ても、下記の①②に該当する場合は常用労働者に含みます。  
① 期間を決めずに雇われている者、または１ヵ月を超える期間を決めて雇われている者  
② 日々または１ヵ月以内の期限を限って雇われている者のうち、５月、６月にそれぞれ１８日以上雇われた者  
③ 事業主の家族で、貴事業所にて働いている者のうち、常時勤務して毎月給与が支払われている者  

(4)「その他」にはアルバイト等、他の項目に当てはまらない形態の人数を記入してください。 

 記入についてのお願い   

◇秘密の厳守   調査票にご記入くださいました事項については、企業と個人の情報の秘密を厳守し、統計

以外の目的に用いることはいたしませんので、ありのままをご記入ください。また、記入

担当者名などの個人情報につきましては、本調査に係る問合せ以外には使用いたしません。 

◇ご記入方法   質問ごとの指示により該当欄に数字等をご記入いただくか、該当する項目の番号に○をつ

けてください。（７月１日現在でご記入ください。）  

◇お問合せ先   調査票のご記入に当たっての不明な点など、調査に関しますお問合せ先は、下記までお願

いいたします。調査票は７月１９日までにご返送ください。  

 
鳥取県中小企業団体中央会  組織支援部  組織・労働課     
〒680-0845 鳥取市富安１丁目９６番地    

鳥取県中小企業団体中央会    
電話  0857-26-6671 FAX 0857-27-1922 

 

㊙ 

（
う
ち
常
用
労
働
者
）

（
う
ち
常
用
労
働
者
） 



設問２）経営についてお答えください。 
 ① 現在の経営状況は１年前と比べていかがですか。（１つだけに〇）  

 １．良 い ２．変わらない ３．悪 い  

 

② 現在行っている主要な事業について、今後どのようにしていくお考えですか。（１つだけに〇）  

 １．強化拡大   ２．現状維持 ３．縮 小    ４．廃 止 ５．その他（          ） 

 

 ③ 現在、経営上どのようなことが障害となっていますか。（３つ以内に〇）  

 １．労働力不足（量の不足） ２．人材不足（質の不足） ３．労働力の過剰  

 ４．人件費の増大 ５．販売不振・受注の減少 ６．製品開発力・販売力の不足  

 ７．同業他社との競争激化 ８．光熱費・原材料・仕入品の高騰 ９．製品価格（販売価格）の下落  

 10．納期・単価等の取引条件の厳しさ 11．金融・資金繰り難 12．環境規制の強化  

 

 ④ 経営上の強みはどのようなところにありますか。（３つ以内に〇）  

 １．製品・サービスの独自性 ２．技術力・製品開発力 ３．生産技術・生産管理能力  

 ４．営業力・マーケティング力 ５．製品・サービスの企画力・提案力 ６．製品の品質・精度の高さ  

 ７．顧客への納品・サービスの速さ ８．企業・製品のブランド力 ９．財務体質の強さ・資金調達力  

 10．優秀な仕入先・外注先 11．商品・サービスの質の高さ 12．組織の機動力・柔軟性  

 

 

設問３）従業員の労働時間についてお答えください。  

 ① 従業員（パートタイマーなど短時間労働者を除く）の週所定労働時間は何時間ですか（残業時間、休憩時間は除く）。
職種や部門によって異なる場合は、最も多くの従業員に適用されている時間をお答えください。（１つだけに〇） 

  

１．38 時間以下 ２．38 時間超 40 時間未満 ３．40 時間 ４．40 時間超 44 時間以下  

〔注〕(1) 現在、労働基準法で 40 時間超 44 時間以下が認められているのは、10 人未満の商業･サービス業等の特例事業所のみです。 

   (2) 「所定労働時間」とは、就業規則等に定められた始業時刻から終業時刻までの時間から休憩時間を差し引いた時間です。  

 

② 令和３年の従業員１人当たりの月平均残業時間（時間外労働・休日労働）をご記入ください。（小数点以下四捨五入）  

      従業員 1 人当たり 月平均残業時間 １．       時間   ２．な し  

 

 

設問４）従業員の有給休暇についてお答えください。  

 ① 令和３年の従業員１人当たりの年次有給休暇の平均付与日数※・取得日数をご記入ください。 

（※付与日数は前年からの繰越分を除き、当年に取得可能として付与した日数。小数点以下、四捨五入）  

   従業員１人当たり 平均付与日数         日 従業員１人当たり 平均取得日数       日  

    

 

設問５）従業員の採用についてお答えください。  

 ① 令和３年度に従業員の採用計画を行いましたか。（該当するすべてに○） 
 

 １．新卒採用を行った     ２．中途採用を行った     ３．採用計画はなし    
 
※①で１．または２．に○をした事業所は②の質問に、２．に○をした事業所は③の質問にもお答えください。  

        

② 採用についてご記入ください。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学  卒
 

 

採用を予定して 

いた人数  

実 際 に 採 用

した人数  

１人当たり平均初任給額  

（中途は初回支給額）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学  卒
 

 

採用を予定し

ていた人数 

実際に採用し

た人数 

１人当たり平均初任給額  

（中途は初回支給額）  

高
校
卒 

技術系新卒  

技術系中途  

人  

人  

人  

人  

   , 

， 

 円  

円  

(

含
高
専)

 

短
大
卒 

技術系新卒  

技術系中途  

人  

人  

人  

人  

   , 

， 

 円  

円  

事務系新卒  

事務系中途  

人  

人  

人  

人  

   , 

， 

 円  

円  

事務系新卒  

事務系中途  

人  

人  

人  

人  
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 円  

円  

専
門
学
校
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技術系新卒  

技術系中途  

人  

人  

人  

人  
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，  

 円  

円  大
学
卒 

技術系新卒  

技術系中途  

人  

人  

人  

人  

   , 

， 

 円  

円  

事務系新卒  

事務系中途  
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事務系新卒  
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   , 
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〔注〕(1) 令和４年６月の１ヵ月間に支給した１人当たり平均初任給額は通勤手当を除いた所定内賃金総額（税込額）をご記入ください。 

   (2) 専門学校卒は、高校卒業を入学の資格とした専修学校専門課程（２年制以上）を卒業した者を対象としてください。 

   (3) 技術系として採用した者以外はすべて事務系にご記入ください。 

 

③ 中途採用を行った従業員の年齢層をお答えください。（該当するすべてに○）  
 

  １．２５歳以下  ２．２５～３４歳  ３．３５～４４歳  ４．４５～５５歳  ５．５６～５９歳  ６．６０歳以上 

 

 

 



設問６）育児・介護休業制度についてお答えください。  

 ① 貴事業所では過去も含めて育児休業又は介護休業を取得した従業員がいますか。育児休業、介護休業を取得した  

従業員の雇用形態・性別をお答えください。（1～21 の該当するすべてに○） 

育児休業  介護休業  

雇用形態・性別 雇用形態・性別 

正社員  ﾊﾟｰﾄﾀｲﾏｰ 派遣 嘱託・契

約社員  

その他  正社員  ﾊﾟｰﾄﾀｲﾏｰ 派遣 嘱託・契

約社員  

その他 

1男 2女 3男 4女 5男 6女 7 男 8 女 9 男 10 女 11男  12女 13男  14女 15男 16女 17男  18女 19男 20女 

21 育児介護休業を取得した従業員はいない 

 

②  育児休業、介護休業を取得した従業員の代替要員について、どのように対応しましたか。（該当するすべてに○） 

１．他の部署の従業員・役員による代替、兼務  ２．関連会社からの人員応援   ３．派遣の活用 

４．ﾊﾟｰﾄﾀｲﾏｰ、ｱﾙﾊﾞｲﾄを雇い入れる       ５．正規従業員を採用       ６．現在の人員で対応した 

７．その他（          ） 

 

③ 令和４年施行の改正育児・介護休業法で新たに創設された、配偶者の出産に伴う出生時育児休業制度いわゆる「産 

後パパ育休」について、対象者に対しどのような対応を行いますか。（該当するすべてに〇）  

 

 

 

 

 

 

設問７）人材育成と教育訓練についてお答えください。  

① 貴事業所では人材育成のために従業員に対しどのような方法で教育訓練を行っていますか（方法はオンライン、

ｅ-ラーニングを含む）。（該当するすべてに○） 

１．必要に応じたＯＪＴ※の実行       ２．公共職業訓練機関への派遣  

３．専修（専門）、各種学校への派遣    ４．協同組合の共同研修への派遣   

 ５．商工会議所・商工会の研修への派遣    ６．中小企業団体中央会の研修への派遣 

７．中小企業大学校への派遣           ８．親会社・取引先の共同研修への派遣 

９．民間の各種セミナー等への派遣        10．通信教育の受講         11．自社内での研修会・勉強会の開催 

12. その他（            ）   13. 特に実施していない 

※ＯＪＴ: 通常の業務を通じて上司や先輩従業員により行われる教育訓練 

 

② 貴事業所が付加価値や生産性を高めるために行う教育訓練、研修の内容をお答えください。（該当するすべて  

に○） 

 １．職階（初任者、中堅社員、管理職）に応じた知識・技能   ２．経理、財務     ３．法律 

 ４．各種資格の取得         ５．アプリ開発、システム開発     ６．プログラミング   

７．新技術開発、新商品開発、研究  ８．語学、コミュニケーション能力  ９．その他（                 ） 

 

設問８）原材料費、人件費（賃金等）アップ等に対する販売価格への転嫁の状況をお答えください。 

① 原材料費、人件費等の増加による貴事業所の販売・受注価格への転嫁状況をお答えください。（１つだけに〇） 

１．価格引上げ（転嫁）に成功した   ２．価格引上げの交渉中 ３．これから引上げの交渉を行う   

４．価格を引き下げた（またはその予定）５．対○未定      ６．○○として価格変動の影響を受けない 

７．その他（            ）   

 
 
 

※①で１．２．３．に○をした事業所は②の質問に、１．に○をした事業所は③の質問にもお答えください。  

 

② 原材料、人件費、利益を含めた販売価格への転嫁の内容をお答えください。（該当するすべてに○）  

１．原材料上昇分賃金アップ分利益分に対する転嫁をする  ２．原材料上昇分の転嫁○あり、賃上げや利益○○は

含 まれていない    ３．原材料上昇分は転嫁できず賃上げ分の引上げを行った   

４．その他（            ）  

 

③ 一年前と比べてどの程度の価格転嫁ができましたか。（１つだけに〇） 

１．～１０％以下   ２．１０～３０％以下 ３．３０～５０％以上   

４．５０～９０％以下 ５．９０～１８０％  ６．１００％以上  

１．対象者の把握に努めている            ２．対象者に制度の説明と取得勧奨をしている 

３．就業規則、労使協定など現行制度を改正する（した） ４．説明会、掲示等で社内全体へ制度を周知する（した） 

５．取得促進のために手当を支給する          ６．その他（                 ） 

７．制度の内容が分からない             ８．特に実施していない（予定もない） 

１．価格引上げ（転嫁）に成功した     ２．価格引上げの交渉中   ３．これから価格引上げの交渉を行う   

４．価格を引き下げた（またはその予定） ５．転嫁はしていない（価格変動の影響はない） 

６．転嫁はできなかった         ７．対応未定        ８．その他（           ） 

１．原材料分の転嫁を行った（行う予定）     ２．人件費引上げ分の転嫁を行った（行う予定） 

３．利益確保分の転嫁を行った（行う予定）   ４．その他（              ）  

 

１．１０％未満         ２．１０～３０％未満      ３．３０～５０％未満   

４．５０～７０％未満       ５．７０～１００％未満      ６．１００％以上 

 



設問９）賃金改定についてお答えください。  

 ① 令和４年１月１日から令和４年７月１日までの間にどのような賃金改定を実施しましたか。（１つだけに〇）  

 
１．引上げた ２．引下げた ３．今年は実施しない（凍結）  

４．７月以降引上げる予定 ５．７月以降引下げる予定  ６．未 定  

※①で１．２．３．に○をした事業所は下記①－１の質問にもお答えください。 

※①で１．または４．に○をした事業所及び、臨時給与を引上げた（７月以降引上げ予定）事業所は②・③の質問にも

お答えください。 

       

①  －１ 賃金改定（引上げた・引下げた・凍結）を実施した対象者の総数と従業員１人当たり平均の改定前・改定後

所定内賃金（通勤手当を除く）及び平均引上げ・引下げ額をご記入ください。  

※ご記入の際は下記の〔注〕をご参考ください。なお、プラス・マイナスの記号は不要です。  

 

対象者総数 

従 業 員 １ 人 当 た り（月額）  

改定前の平均所定内賃金

（Ａ） 

改定後の平均所定内賃金

（Ｂ） 

平均引上げ・引下げ額

（Ｃ）  

 

 

 

 

 

 

 

人  

 

 

 

 

  

 

 

，  

 

 

 

 

 

円  

 

 

  

 

  

 

 

，  

 

 

 

 

 

円  

 

 

 

 

 

 

 

，  

 

 

 

 

 

円  

 

〔注〕(1) 「改定前の平均所定内賃金（Ａ）」「改定後の平均所定内賃金（Ｂ）」「平均引上げ・引下げ額（Ｃ）」の関係は次  

のとおりです。 
      ・「１．引上げた」事業所は、「平均引上げ・引下げ額（Ｃ）」はプラス額になります。  
      ・「２．引下げた」事業所は、「平均引上げ・引下げ額（Ｃ）」はマイナス額になります。  
      ・「３．今年は実施しない（凍結）」事業所は、 (Ｂ)－(Ａ)が同額になりますので、｢平均引上げ・引下げ額（Ｃ）｣ 

は｢０｣になります。 
     (2) 対象者総数は、賃金改定対象者で、賃金の改定前、改定後とも在職している者です（１ページ目の設問１の「従業  

員数」とは必ずしも一致しなくても結構です）。 
     (3) パートタイマー、アルバイト、役員、家族、嘱託、病欠者、休職者などは除いてください。 
     (4) 臨時給与により賃金改定した場合は、上記賃金に含める必要はありません。  
     (5) 「所定内賃金」については、下表を参考にしてください。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ② 賃金改定（引上げた・７月以降引上げる予定）の具体的内容をお答えください。（該当するすべてに○） 

１．定期昇給   ２．ベースアップ   ３．基本給の引上げ（定期昇給制度のない事業所） 

４．諸手当の改定 ５．臨時給与（夏季・年末賞与など）の引上げ  

〔注〕(1)「定期昇給」とは、あらかじめ定められた企業の制度に従って行われる昇給のことで、一定の時期に毎年増額すること  

をいいます。また、毎年時期を定めて行っている場合は、能力、業績評価に基づく査定昇給なども含みます。  

      (2)「ベースアップ」とは、賃金表の改定により賃金水準を引上げることをいいます。  

 

 ③ 貴事業所では、今年の賃金改定（引上げた・７月以降引上げる予定）の決定の際に、どのような要素を重視しました 

か。（該当するすべてに○） 

１．企業の業績   ２．世間相場  ３．労働力の確保・定着  ４．物価の動向   ５．労使関係の安定  

６．親会社又は関連会社の改定の動向 ７．前年度の改定実績 ８．賃上げムード ９．燃料費の動向  

10．重視した要素はない 11．その他（                ）  

 

 

設問１０）労働組合の有無についてお答えください。（１つだけに○） 

    １．あ る          ２．な い 

 

◎お忙しいところご協力ありがとうございました。記入もれがないかもう一度お確かめのうえ、７月１９日までにご返送 

ください。 

所定内賃金  

（固定部分）基本給（年齢給、職能給、職務給、勤続給）、役付手当、 

      技能手当、特殊勤務手当、家族手当、住宅手当、食事手当など  定期給与  

現金給与総額
 

所定外賃金（超過勤務手当、休日出勤手当、宿直手当、深夜勤手当など）  

 

臨時給与（夏季・年末賞与など） 

（変動部分）精勤手当、生産手当、能率手当など  

賃金分類表  

  


